
2022年3月期 決算短信〔日本基準〕（連結）
2022年5月13日

上場会社名 株式会社島根銀行 上場取引所 東

コード番号 7150 URL https://www.shimagin.co.jp

代表者 （役職名） 取締役頭取 （氏名） 鈴木　良夫

問合せ先責任者 （役職名） 人事財務グループ部長 （氏名） 佐野　克己 TEL 0852-24-1238

定時株主総会開催予定日 2022年6月24日 配当支払開始予定日 2022年6月27日

有価証券報告書提出予定日 2022年6月27日 特定取引勘定設置の有無 無

決算補足説明資料作成の有無 ： 有

決算説明会開催の有無 ： 無

（百万円未満、小数点第１位未満は切捨て）

1. 2022年3月期の連結業績（2021年4月1日～2022年3月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

経常収益 経常利益 親会社株主に帰属する当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年3月期 8,210 0.3 285 △31.5 294 △17.5

2021年3月期 8,184 △16.4 416 ― 357 ―

（注）包括利益 2022年3月期　　△3,692百万円 （―％） 2021年3月期　　3,543百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
自己資本

当期純利益率
総資産経常利益率

経常収益
経常利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2022年3月期 34.12 29.92 1.8 0.0 3.4

2021年3月期 41.56 36.90 2.2 0.0 5.0

（参考） 持分法投資損益 2022年3月期 1百万円 2021年3月期 1百万円

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年3月期 523,065 14,046 2.6 1,572.56

2021年3月期 529,029 17,835 3.3 2,028.67

（参考） 自己資本 2022年3月期 14,024百万円 2021年3月期 17,813百万円

（注）「自己資本比率」は、（期末純資産の部合計-期末非支配株主持分）を期末資産の部合計で除して算出しております。

なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2022年3月期 △18,991 △9,470 △102 46,418

2021年3月期 52,051 △9,694 △43 74,982

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産
配当率
（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2021年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 42 11.9 0.2

2022年3月期 ― 5.00 ― 5.00 10.00 84 29.3 0.5

2023年3月期(予想) ― 5.00 ― 5.00 10.00 32.1

（注）上記「配当の状況」は、普通株式に係る配当の状況です。当行が発行する普通株式と権利関係が異なる種類株式（非上場）の配当の状況については
、後述の「種類株式の配当の状況」をご覧下さい。



3. 2023年 3月期の連結業績予想（2022年4月1日～2023年3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

経常収益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 4,060 3.4 220 △44.9 180 △39.0 20.98

通期 8,000 △2.5 330 15.7 270 △8.3 31.15

※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　有

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

（注）会計基準等の改正に伴う会計方針の変更につきましては、添付資料Ｐ10「３．連結財務諸表及び主な注記　（５）連結財務諸表に関する注記事項
（会計方針の変更）」及びＰ21「４．個別財務諸表及び主な注記（４）個別財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年3月期 8,416,000 株 2021年3月期 8,416,000 株

② 期末自己株式数 2022年3月期 99,363 株 2021年3月期 104,258 株

③ 期中平均株式数 2022年3月期 8,315,572 株 2021年3月期 8,336,230 株

（参考）個別業績の概要

1. 2022年3月期の個別業績（2021年4月1日～2022年3月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

経常収益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年3月期 6,354 △0.1 260 △30.0 280 △13.2

2021年3月期 6,365 △18.1 371 ― 322 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

2022年3月期 32.37 28.45

2021年3月期 37.44 33.36

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年3月期 521,145 12,935 2.4 1,441.58

2021年3月期 526,865 16,717 3.1 1,896.85

（参考） 自己資本 2022年3月期 12,935百万円 2021年3月期 16,717百万円

（注）「自己資本比率」は、期末純資産の部合計を期末資産の部合計で除して算出しております。

なお、本「自己資本比率」は、自己資本比率告示に定める自己資本比率ではありません。



2. 2023年 3月期の個別業績予想（2022年4月1日～2023年3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

経常収益 経常利益 当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 3,190 5.1 200 △45.7 180 △35.1 20.98

通期 6,270 △1.3 290 11.5 260 △7.1 29.95

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当行が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、
実際の業績等は、今後様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、前連結会計年度の有価証券報告書の（重要な会計上の見積り）に記載した
新型コロナウイルス感染症の影響を含む仮定について重要な変更はありません。また、業績予想に関する事項は、【添付資料】３ページ１．経営成績等の
概況（4）今後の見通しをご覧下さい。



○種類株式の配当の状況

普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりであります。

(Ａ種優先株式)

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 ― 0.73 ― 10.73 11.46

2022年３月期 ― 5.78 ― 5.78 11.56

2023年３月期(予想) ― 5.80 ― 5.80 11.60
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

2021年度のわが国の経済は、新型コロナウイルス感染症による厳しい状況が残る中で、景気は一部に弱さがみ

られるものの持ち直しの動きが続きました。先行きについては新型コロナウイルス感染症への対策に万全を期し、

経済社会活動が正常化に向かい、景気は持ち直していくことが期待されますが、ウクライナ情勢等、景気の下振

れリスクを内包しています。

このような中、長期金利はロシアによるウクライナ侵攻やそれに伴うロシアに対する日米欧などの金融制裁を

背景にした世界景気の悪化を懸念し、一時的に低下する局面がみられましたが、米国の利上げ加速観測を背景と

した金利上昇圧力が波及し、3月後半には0.25％に上昇しました。

日経平均株価は金利上昇や原油価格の急騰を背景としたリスク回避の動きにより下落傾向が続きましたが、ロ

シアとウクライナの停戦協議の進展期待や世界経済の先行きに対する警戒感が和らいだことで上昇に転じ、3月後

半には28,000円台に回復する場面がみられました。

為替は115円近辺の狭いレンジで推移しましたが、ウクライナ情勢の不透明感や原油高、米国金利の上昇などに

より円安に振れ、3月後半には123円台まで円安が進みました。

こうした中、当地山陰の経済は設備投資や雇用・所得環境に緩やかな持ち直しの動きがみられたものの、観光

関連などでは主要温泉地の旅館・ホテルの宿泊客数や空港利用者数は大幅に落ち込み、持ち直しの動きにやや一

服感が見られました。

（２）当期の財政状態の概況

当行グループ(当行及び当行の関係会社)(以下、「当行グループ」という。)の第172期の業績につきましては、

役職員一丸となって業績の向上と経営の効率化、顧客サービスの充実に努めてまいりました。また、ＳＢＩグ

ループとの収益向上に係る各種連携を行った結果、次のようになりました。

預金につきましては、個人預金が増加しましたが、法人預金が減少したことなどから、全体では期中40億円減

少し4,672億円となりました。

また、貸出金は、地公体向け貸出金が減少しましたが、個人向け貸出金が増加したことなどから、全体では期

中263億円増加し3,345億円となりました。

有価証券は、受益証券が増加したことなどから、全体で期中50億円増加し1,218億円となりました。

総資産は前期比59億円減少し5,230億円となり、純資産は37億円減少し140億円となりました。

経常収益は、有価証券利息配当金や有価証券売却益が減少しましたが、貸出金利息や役務取引等収益が増加し

たことから、全体では前期比26百万円増加し8,210百万円となりました。経常費用は、有価証券売却損が減少しま

したが、与信関連費用及び営業経費が増加したことなどから、全体では前期比157百万円増加し7,925百万円とな

りました。この結果、経常利益は前期比131百万円減少の285百万円となり、親会社株主に帰属する当期純利益は

前期比62百万円減少の294百万円となりました。

（３）当期のキャッシュ・フローの概況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末比28,564百万

円減少し46,418百万円となりました。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度において営業活動により使用した資金は、18,991百万円(前連結会計年度は52,051百万円の獲

得)となりました。これは主に、コールローン等の減少による収入7,999百万円や借用金の増加による収入1,470百

万円を、貸出金の増加による支出26,332百万円や預金の減少による支出4,072百万円などが上回ったことによるも

のであります。
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(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度において投資活動により使用した資金は、9,470百万円(前連結会計年度は9,694百万円の使用)

となりました。これは主に、有価証券の売却による収入や有価証券の償還による収入を有価証券の取得による支

出が上回ったことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当連結会計年度において財務活動により使用した資金は、102百万円(前連結会計年度は43百万円の使用)となり

ました。これは主に、配当金の支払による支出によるものであります。

（４）今後の見通し

当行グループの2023年3月期業績見通しにつきましては、ＳＢＩグループとの連携施策の更なる推進及び新中期

経営計画「夢への架け橋！～オープンイノベーションバンクしまぎん～」の着実な実践により、安定的な収益が

見込まれ、コア業務純益（除く投資信託解約損益）につきましては６～７億円程度を確保できる見込でみであり

ます。また直近の傾向や変動要素を踏まえ、信用コストを保守的に見積もったうえで、経常利益につきましては

330百万円程度、親会社株主に帰属する当期純利益につきましては270百万円程度を確保できる見込であります。

なお、新型コロナウイルス感染症拡大が当行グループに及ぼす影響については次のように見込んでおります。

収益面につきましては、ＳＢＩグループとの連携施策が順調に推移していることや、保有有価証券のポートフォ

リオは債券を主としており、安定的なインカムゲインが得られることから、新型コロナウイルス感染症拡大によ

る影響は軽微であると見込んでおります。また、信用コストにつきましても直近の傾向等を踏まえ見積っている

ことから、顕在化した場合の影響も限定的であると見込んでおります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当行グループの業務は現在日本国内に限定されており、海外での事業展開がないこと、及び、同業他社のＩＦＲＳ

(国際財務報告基準)採用動向を踏まえ、当面は日本基準を採用することとしております。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

資産の部

現金預け金 75,889 46,791

買入金銭債権 7,999 ―

金銭の信託 529 628

有価証券 116,746 121,833

貸出金 308,219 334,552

リース債権及びリース投資資産 3,860 3,670

その他資産 6,085 5,637

有形固定資産 7,445 7,280

建物 4,617 4,521

土地 1,819 1,649

リース資産 4 2

その他の有形固定資産 1,004 1,106

無形固定資産 578 549

ソフトウエア 555 531

リース資産 9 4

その他の無形固定資産 13 13

退職給付に係る資産 285 309

繰延税金資産 47 117

支払承諾見返 4,557 4,985

貸倒引当金 △3,216 △3,290

資産の部合計 529,029 523,065

負債の部

預金 471,348 467,275

借用金 33,811 35,282

その他負債 1,010 1,061

睡眠預金払戻損失引当金 22 21

偶発損失引当金 92 134

役員株式給付引当金 34 64

業績連動賞与引当金 1 1

繰延税金負債 119 ―

再評価に係る繰延税金負債 194 191

支払承諾 4,557 4,985

負債の部合計 511,194 509,018

純資産の部

資本金 7,886 7,886

資本剰余金 1,722 1,722

利益剰余金 7,450 7,652

自己株式 △88 △84

株主資本合計 16,970 17,177

その他有価証券評価差額金 337 △3,629

土地再評価差額金 388 381

退職給付に係る調整累計額 116 95

その他の包括利益累計額合計 842 △3,152

非支配株主持分 21 21

純資産の部合計 17,835 14,046

負債及び純資産の部合計 529,029 523,065
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㈱島根銀行 (7150) 2022年３月期 決算短信

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日

　至 2022年３月31日)

経常収益 8,184 8,210

資金運用収益 5,219 5,120

貸出金利息 3,810 4,057

有価証券利息配当金 1,382 977

コールローン利息及び買入手形利息 0 ―

預け金利息 25 84

その他の受入利息 0 1

役務取引等収益 768 921

その他業務収益 234 153

その他経常収益 1,961 2,014

償却債権取立益 22 8

その他の経常収益 1,938 2,005

経常費用 7,767 7,925

資金調達費用 316 376

預金利息 307 369

債券貸借取引支払利息 ― 0

借用金利息 8 6

役務取引等費用 723 708

その他業務費用 515 19

営業経費 4,194 4,264

その他経常費用 2,018 2,555

貸倒引当金繰入額 195 739

その他の経常費用 1,822 1,815

経常利益 416 285

特別利益 48 21

固定資産処分益 24 21

事業譲渡益 23 ―

国庫補助金 1 ―

特別損失 162 14

固定資産処分損 4 0

減損損失 156 13

固定資産圧縮損 1 ―

税金等調整前当期純利益 303 291

法人税、住民税及び事業税 22 39

法人税等の更正、決定等による納付税額又は還付税
額

― △6

法人税等調整額 △76 △35

法人税等合計 △54 △3

当期純利益 357 294

非支配株主に帰属する当期純利益 0 0

親会社株主に帰属する当期純利益 357 294
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（連結包括利益計算書）

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日

　至 2022年３月31日)

当期純利益 357 294

その他の包括利益 3,185 △3,987

その他有価証券評価差額金 3,000 △3,967

退職給付に係る調整額 185 △20

包括利益 3,543 △3,692

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 3,542 △3,693

非支配株主に係る包括利益 0 0
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 7,886 1,722 7,025 △55 16,579

当期変動額

剰余金の配当 △1 △1

親会社株主に帰属す

る当期純利益
357 357

自己株式の取得 △47 △47

自己株式の処分 14 14

土地再評価差額金の

取崩
70 70

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― 425 △33 391

当期末残高 7,886 1,722 7,450 △88 16,970

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 △2,662 458 △69 △2,273 21 14,327

当期変動額

剰余金の配当 △1

親会社株主に帰属す

る当期純利益
357

自己株式の取得 △47

自己株式の処分 14

土地再評価差額金の

取崩
70

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

3,000 △70 185 3,115 0 3,116

当期変動額合計 3,000 △70 185 3,115 0 3,508

当期末残高 337 388 116 842 21 17,835
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当連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 7,886 1,722 7,450 △88 16,970

当期変動額

剰余金の配当 △99 △99

親会社株主に帰属す

る当期純利益
294 294

自己株式の取得 △0 △0

自己株式の処分 4 4

土地再評価差額金の

取崩
6 6

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― 201 4 206

当期末残高 7,886 1,722 7,652 △84 17,177

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 337 388 116 842 21 17,835

当期変動額

剰余金の配当 △99

親会社株主に帰属す

る当期純利益
294

自己株式の取得 △0

自己株式の処分 4

土地再評価差額金の

取崩
6

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△3,967 △6 △20 △3,994 0 △3,994

当期変動額合計 △3,967 △6 △20 △3,994 0 △3,788

当期末残高 △3,629 381 95 △3,152 21 14,046
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㈱島根銀行 (7150) 2022年３月期 決算短信

（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日

　至 2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 303 291

減価償却費 562 553

減損損失 156 13

持分法による投資損益（△は益） △1 △1

貸倒引当金の増減（△） △143 74

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △229 △23

睡眠預金払戻損失引当金の増減（△） 0 △1

偶発損失引当金の増減（△） 11 42

役員株式給付引当金の増減額（△は減少） △0 29

業績連動賞与引当金の増減額（△は減少） △0 ―

資金運用収益 △5,219 △5,120

資金調達費用 316 376

有価証券関係損益（△） 285 △133

金銭の信託の運用損益（△は運用益） △21 △37

事業譲渡損益（△は益） △23 ―

固定資産処分損益（△は益） △20 △20

貸出金の純増（△）減 △22,656 △26,332

預金の純増減（△） 82,304 △4,072
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減
（△）

2,054 1,470

コールローン等の純増（△）減 △7,999 7,999

預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 △466 533

リース債権及びリース投資資産の純増（△）減 329 189

その他資産の純増（△）減 △2,215 592

資金運用による収入 5,133 5,010

資金調達による支出 △414 △363

その他 43 △34

小計 52,090 △18,962

法人税等の支払額 △39 △29

営業活動によるキャッシュ・フロー 52,051 △18,991

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の取得による支出 △28,723 △29,422

有価証券の売却による収入 11,285 6,877

有価証券の償還による収入 7,708 13,458

金銭の信託の増加による支出 ― △73

有形固定資産の取得による支出 △41 △178

有形固定資産の売却による収入 117 58

無形固定資産の取得による支出 △64 △191

事業譲渡による収入 23 ―

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,694 △9,470

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △6 △6

配当金の支払額 △3 △99

非支配株主への配当金の支払額 △0 △0

自己株式の取得による支出 △47 △0

自己株式の売却による収入 14 4

財務活動によるキャッシュ・フロー △43 △102

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 42,313 △28,564

現金及び現金同等物の期首残高 32,669 74,982

現金及び現金同等物の期末残高 74,982 46,418
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㈱島根銀行 (7150) 2022年３月期 決算短信

（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

　(会計方針の変更)

・収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。なお、当連結会計

年度の連結財務諸表に与える影響はありません。

・時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。

これに伴い、その他有価証券のうち時価のある上場株式及び上場受益証券等の評価について、期末前１ヵ月

の市場価格の平均等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定)を採用しておりましたが、当連結会計

年度より、期末日の市場価格に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定)により評価しております。

　また、この他、当連結会計年度の連結財務諸表に与える影響はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当行グループの報告セグメントは、当行グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当行グループは、銀行業務を中心に、リース業務等の金融サービスに係る事業を行っております。従いまして、当

行グループは金融サービス別のセグメントから構成されており、「銀行業」、「リース業」の２つを報告セグメント

としております。

「銀行業」は、預金業務、貸出業務、有価証券投資業務、内国為替業務等を行っております。「リース業」は、事

業向け金融サービスの一環としてリース業務を行っております。

２ 報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」における

記載と同一であります。報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であり、セグメント間の内部経常利益は、

第三者間取引価格に基づいております。
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㈱島根銀行 (7150) 2022年３月期 決算短信

３ 報告セグメントごとの経常収益、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
その他 合計 調整額

連結財務
諸表計上

額銀行業 リース業 計

経常収益

外部顧客に対する経常収益 6,336 1,845 8,182 1 8,184 ― 8,184

セグメント間の内部経常収益 29 32 61 ― 61 △61 ―

計 6,365 1,878 8,244 1 8,245 △61 8,184

セグメント利益 371 51 422 1 424 △7 416

セグメント資産 526,865 4,976 531,842 ― 531,842 △2,813 529,029

セグメント負債 510,147 3,525 513,673 ― 513,673 △2,479 511,194

その他の項目

減価償却費 491 72 563 ― 563 △1 562

資金運用収益 5,237 0 5,237 ― 5,237 △18 5,219

資金調達費用 310 19 329 ― 329 △13 316

特別利益 47 1 48 ― 48 ― 48

(固定資産処分益) 24 ― 24 ― 24 ― 24

(事業譲渡益) 23 ― 23 ― 23 ― 23

(国庫補助金) ― 1 1 ― 1 ― 1

特別損失 160 1 162 ― 162 ― 162

(固定資産処分損) 4 ― 4 ― 4 ― 4

(減損損失) 156 ― 156 ― 156 ― 156

(固定資産圧縮損) ― 1 1 ― 1 ― 1

税金費用 △64 10 △54 ― △54 0 △54

持分法適用会社への投資額 1 9 10 ― 10 62 73

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

104 1 105 ― 105 ― 105

(注) １ 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収益と連

結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載しております。

２ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業でありま

す。

３ 調整額は、次のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△７百万円は、セグメント間取引消去であります。

(2) セグメント資産の調整額△2,813百万円は、セグメント間取引消去額△3,042百万円、退職給付に係る資産

の調整額166百万円、持分法適用会社への投資額62百万円であります。

(3) セグメント負債の調整額△2,479百万円は、セグメント間取引消去であります。

(4) 減価償却費の調整額△１百万円、資金運用収益の調整額△18百万円、資金調達費用の調整額△13百万円、

税金費用の調整額０百万円は、セグメント間取引消去であります。また、持分法適用会社への投資額の調

整額62百万円は、持分法による調整額であります。

４ セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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当連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

(単位：百万円)

報告セグメント
その他 合計 調整額

連結財務
諸表計上

額銀行業 リース業 計

経常収益

外部顧客に対する経常収益 6,325 1,883 8,208 1 8,210 ― 8,210

セグメント間の内部経常収益 29 33 62 ― 62 △62 ―

計 6,354 1,916 8,271 1 8,273 △62 8,210

セグメント利益 260 32 292 1 293 △8 285

セグメント資産 521,145 5,128 526,274 ― 526,274 △3,209 523,065

セグメント負債 508,210 3,663 511,874 ― 511,874 △2,855 509,018

その他の項目

減価償却費 509 44 553 ― 553 △0 553

資金運用収益 5,139 0 5,139 ― 5,139 △18 5,120

資金調達費用 372 17 390 ― 390 △14 376

特別利益 21 ― 21 ― 21 ― 21

(固定資産処分益) 21 ― 21 ― 21 ― 21

(事業譲渡益) ― ― ― ― ― ― ―

(国庫補助金) ― ― ― ― ― ― ―

特別損失 14 ― 14 ― 14 ― 14

(固定資産処分損) 0 ― 0 ― 0 ― 0

(減損損失) 13 ― 13 ― 13 ― 13

(固定資産圧縮損) ― ― ― ― ― ― ―

税金費用 △13 10 △3 ― △3 0 △3

持分法適用会社への投資額 1 9 10 ― 10 63 74

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

367 2 370 ― 370 △0 369

(注) １ 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。また、差異調整につきましては、経常収益と連

結損益計算書の経常収益計上額との差異について記載しております。

２ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれていない事業セグメントであり、クレジットカード業でありま

す。

３ 調整額は、次のとおりであります。

(1) セグメント利益の調整額△８百万円は、セグメント間取引消去であります。

(2) セグメント資産の調整額△3,209百万円は、セグメント間取引消去額△3,410百万円、退職給付に係る資産

の調整額136百万円、持分法適用会社への投資額63百万円であります。

(3) セグメント負債の調整額△2,855百万円は、セグメント間取引消去であります。

(4) 減価償却費の調整額△０百万円、資金運用収益の調整額△18百万円、資金調達費用の調整額△14百万円、

税金費用の調整額０百万円、有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△０百万円は、セグメント

間取引消去であります。また、持分法適用会社への投資額の調整額63百万円は、持分法による調整額であ

ります。

４ セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。
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【関連情報】

前連結会計年度(自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

１ サービスごとの情報

(単位：百万円)

貸出業務
有価証券
投資業務

リース業務 その他 合計

外部顧客に対する
経常収益

3,869 1,818 1,845 650 8,184

(注) 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 経常収益

当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益計算書の経常収益の90％を超える

ため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

当行グループは、本邦以外の国又は地域に所在する有形固定資産を有していないため、記載を省略しておりま

す。

３ 主要な顧客ごとの情報

特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるものがないため、記載を省略してお

ります。

当連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

１ サービスごとの情報

(単位：百万円)

貸出業務
有価証券
投資業務

リース業務 その他 合計

外部顧客に対する
経常収益

4,102 1,297 1,883 927 8,210

(注) 一般企業の売上高に代えて、経常収益を記載しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 経常収益

当行グループは、本邦の外部顧客に対する経常収益に区分した金額が連結損益計算書の経常収益の90％を超える

ため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

当行グループは、本邦以外の国又は地域に所在する有形固定資産を有していないため、記載を省略しておりま

す。

３ 主要な顧客ごとの情報

特定の顧客に対する経常収益で連結損益計算書の経常収益の10％以上を占めるものがないため、記載を省略してお

ります。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

当連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

１株当たり純資産額 2,028円67銭 1,572円56銭

（算定上の基礎）

純資産の部の合計額 百万円 17,835 14,046

純資産の部の合計額から控除する金額 百万円 973 968

(うち非支配株主持分) 百万円 21 21

(うち優先株式) 百万円 940 940

(うち優先配当額) 百万円 10 5

普通株式に係る期末の純資産額 百万円 16,861 13,078

１株当たり純資産額の算定に用いられた
期末の普通株式の数

千株 8,311 8,316

（注） 株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する当行の株式は、１株当たり純資産額の算定
上、期末発行済株式数から控除する自己株式に含めております。なお、１株当たり純資産額の算定上、控除し
た当該自己株式は、前連結会計年度103,181株、当連結会計年度97,955株であります。

２ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、次のとおりであります。

前連結会計年度
(自 2020年４月１日
至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
至 2022年３月31日)

（1）１株当たり当期純利益 41円56銭 34円12銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する当期純利益 百万円 357 294

普通株主に帰属しない金額 百万円 10 10

(うち優先配当額) 百万円 10 10

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期
純利益

百万円 346 283

普通株式の期中平均株式数 千株 8,336 8,315

（2）潜在株式調整後１株当たり当期純利益 36円90銭 29円92銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する当期純利益調整額 百万円 10 10

(うち優先配当額) 百万円 10 10

普通株式増加数 千株 1,344 1,529

(うちＡ種優先株式) 千株 1,344 1,529

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要

― ―

(注) 株主資本において自己株式として計上されている信託に残存する当行の株式は、１株当たり当期純利益の算定

上、期中平均株式数から控除する自己株式に含めております。なお、１株当たり当期純利益の算定上、控除し

た当該自己株式の期中平均株式数は、前連結会計年度78,809株、当連結会計年度99,172株であります。

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

15



㈱島根銀行 (7150) 2022年３月期 決算短信

４．個別財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(2021年３月31日)

当事業年度
(2022年３月31日)

資産の部

現金預け金 75,772 46,639

現金 5,753 4,807

預け金 70,019 41,832

買入金銭債権 7,999 ―

金銭の信託 529 628

有価証券 117,190 122,275

国債 31,032 28,206

地方債 2,662 2,395

社債 15,273 9,830

株式 617 617

その他の証券 67,604 81,225

貸出金 310,439 336,877

割引手形 1,586 1,698

手形貸付 10,724 6,434

証書貸付 260,792 269,039

当座貸越 37,336 59,704

その他資産 5,341 4,795

未決済為替貸 22 22

前払費用 53 63

未収収益 390 532

その他の資産 4,874 4,176

有形固定資産 7,412 7,254

建物 4,617 4,521

土地 1,819 1,649

リース資産 44 40

その他の有形固定資産 931 1,041

無形固定資産 566 541

ソフトウエア 552 528

リース資産 0 ―

その他の無形固定資産 13 13

前払年金費用 118 172

繰延税金資産 ― 116

支払承諾見返 4,557 4,985

貸倒引当金 △3,061 △3,141

資産の部合計 526,865 521,145
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(単位：百万円)

前事業年度
(2021年３月31日)

当事業年度
(2022年３月31日)

負債の部

預金 471,609 467,759

当座預金 55,630 54,813

普通預金 157,399 148,598

貯蓄預金 1,922 1,959

通知預金 464 382

定期預金 251,942 257,580

定期積金 2,878 3,058

その他の預金 1,371 1,364

借用金 32,669 34,156

借入金 32,669 34,156

その他負債 898 896

未決済為替借 77 120

未払法人税等 42 49

未払費用 552 461

前受収益 105 138

給付補填備金 0 0

リース債務 48 45

資産除去債務 36 45

その他の負債 36 36

睡眠預金払戻損失引当金 22 21

偶発損失引当金 92 134

役員株式給付引当金 34 64

業績連動賞与引当金 1 1

繰延税金負債 67 ―

再評価に係る繰延税金負債 194 191

支払承諾 4,557 4,985

負債の部合計 510,147 508,210

純資産の部

資本金 7,886 7,886

資本剰余金 1,722 1,722

資本準備金 1,722 1,722

利益剰余金 6,470 6,658

利益準備金 813 833

その他利益剰余金 5,657 5,824

別途積立金 2,072 2,072

繰越利益剰余金 3,585 3,752

自己株式 △88 △84

株主資本合計 15,991 16,182

その他有価証券評価差額金 337 △3,629

土地再評価差額金 388 381

評価・換算差額等合計 726 △3,247

純資産の部合計 16,717 12,935

負債及び純資産の部合計 526,865 521,145
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（２）損益計算書

(単位：百万円)
前事業年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当事業年度
(自 2021年４月１日

　至 2022年３月31日)

経常収益 6,365 6,354

資金運用収益 5,237 5,139

貸出金利息 3,821 4,068

有価証券利息配当金 1,390 984

コールローン利息 0 ―

預け金利息 25 84

その他の受入利息 0 1

役務取引等収益 769 922

受入為替手数料 128 114

その他の役務収益 641 807

その他業務収益 234 153

国債等債券売却益 234 153

その他経常収益 124 140

償却債権取立益 22 8

株式等売却益 11 ―

金銭の信託運用益 21 37

その他の経常収益 68 93

経常費用 5,994 6,094

資金調達費用 310 372

預金利息 307 369

債券貸借取引支払利息 ― 0

その他の支払利息 2 2

役務取引等費用 723 708

支払為替手数料 40 28

その他の役務費用 683 680

その他業務費用 515 19

国債等債券売却損 502 ―

国債等債券償却 12 19

営業経費 4,122 4,194

その他経常費用 322 799

貸倒引当金繰入額 209 710

貸出金償却 5 ―

株式等売却損 15 ―

その他の経常費用 92 89

経常利益 371 260

特別利益 47 21

固定資産処分益 24 21

事業譲渡益 23 ―

特別損失 160 14

固定資産処分損 4 0

減損損失 156 13

税引前当期純利益 258 266

法人税、住民税及び事業税 20 32

法人税等の更正、決定等による納付税額又は還付税
額

― △6

法人税等調整額 △85 △39

法人税等合計 △64 △13

当期純利益 322 280
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(自 2020年４月１日 至 2021年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 7,886 1,722 1,722 813 2,072 3,194 6,079

当期変動額

剰余金の配当 △1 △1

利益準備金の積立 0 △0 ―

当期純利益 322 322

自己株式の取得

自己株式の処分

土地再評価差額金の

取崩
70 70

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― ― 0 ― 390 391

当期末残高 7,886 1,722 1,722 813 2,072 3,585 6,470

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △55 15,633 △2,662 458 △2,203 13,429

当期変動額

剰余金の配当 △1 △1

利益準備金の積立 ― ―

当期純利益 322 322

自己株式の取得 △47 △47 △47

自己株式の処分 14 14 14

土地再評価差額金の

取崩
70 70

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

3,000 △70 2,930 2,930

当期変動額合計 △33 357 3,000 △70 2,930 3,287

当期末残高 △88 15,991 337 388 726 16,717
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当事業年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月31日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計別途積立金
繰越利益

剰余金

当期首残高 7,886 1,722 1,722 813 2,072 3,585 6,470

当期変動額

剰余金の配当 △99 △99

利益準備金の積立 19 △19 ―

当期純利益 280 280

自己株式の取得

自己株式の処分

土地再評価差額金の

取崩
6 6

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

当期変動額合計 ― ― ― 19 ― 167 187

当期末残高 7,886 1,722 1,722 833 2,072 3,752 6,658

株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
自己株式 株主資本合計

その他有価証券

評価差額金

土地再評価

差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 △88 15,991 337 388 726 16,717

当期変動額

剰余金の配当 △99 △99

利益準備金の積立 ― ―

当期純利益 280 280

自己株式の取得 △0 △0 △0

自己株式の処分 4 4 4

土地再評価差額金の

取崩
6 6

株主資本以外の項目

の 当 期 変 動 額 （ 純

額）

△3,967 △6 △3,974 △3,974

当期変動額合計 4 191 △3,967 △6 △3,974 △3,782

当期末残高 △84 16,182 △3,629 381 △3,247 12,935
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（４）個別財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

　(会計方針の変更)

・収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又

はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。なお、当事業年度の財

務諸表に与える影響はありません。

・時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業

会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める

新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。

これに伴い、その他有価証券のうち時価のある上場株式及び上場受益証券等の評価について、期末前１ヵ月

の市場価格の平均等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定)を採用しておりましたが、当事業年度

より、期末日の市場価格に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定)により評価しております。

　また、この他、当事業年度の財務諸表に与える影響はありません。

５．その他

役員の異動(2022年６月24日付)

(1) 代表取締役の異動

該当ございません。

(2) その他の役員の異動

① 新任取締役候補

取締役 野津 一人（現 執行役員本店営業部長）

② 退任予定取締役

該当ございません。

③ 昇格予定取締役

該当ございません。

④ 新任監査役候補

該当ございません。

⑤ 退任予定監査役

該当ございません。
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新任取締役候補の略歴

　 氏 名 野津 一人

　 生年月日 1967年３月12日

　 出 身 地 鳥取県

　 略 歴 1990年４月 当行入行

2013年７月 当行江津支店長

2016年７月 当行安来支店長

2018年７月 当行業務企画グループ部長

2020年６月 当行営業推進グループ部長

2021年４月 当行本店営業部長

2021年６月 当行執行役員本店営業部長（現任）

(3) 2022年６月24日以降の役員体制(予定)

取締役頭取(代表取締役) 鈴木 良夫

取締役常務執行役員 長岡 一彦

取締役執行役員 野津 一人

取締役(社外) 名越 昇

取締役(社外) 森田 俊平

取締役(社外) 浅枝 芳隆

監査役 片寄 直樹

監査役(社外) 周藤 智之

監査役 多々納道子

監査役(社外) 市川 亨

執行役員の異動（2022年６月24日付）

(1)新任執行役員

執行役員鳥取支店長 藤川 淳（現 鳥取支店長）

(2)退任予定執行役員

執行役員業務監査室長 竹原 信彦（栄徳商事株式会社専務取締役に就任予定）

(3)2022年６月24日以降の取締役以外の執行役員（予定）

執行役員営業本部長兼管理本部長 小谷 周作

執行役員審査本部長兼審査管理グループ部長 原 清

執行役員鳥取支店長 藤川 淳

以 上
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Ⅰ．2021年度決算の概況

１．損益の状況 【単体】 (単位：百万円)

2021年度 2020年度

2020年度比

業務粗利益 5,113 420 4,693

資金利益 4,766 △161 4,927

うち貸出金利息 4,068 247 3,821

うち有価証券利息配当金 984 △406 1,390

うち預金利息 369 62 307

役務取引等利益 213 167 46

うち役務取引等収益 922 153 769

うち役務取引等費用 708 △15 723

その他業務利益 133 414 △281

うちその他業務収益 153 △81 234

うちその他業務費用 19 △496 515

経費(除く臨時処理分) 4,202 116 4,086

人件費 1,936 2 1,934

物件費 1,984 118 1,866

税金 281 △4 285

業務純益(一般貸倒引当金繰入前) 911 305 606

一般貸倒引当金繰入額① 179 178 1

コア業務純益 778 △109 887

コア業務純益(除く投資信託解約損益) 778 △109 887

業務純益 732 127 605

債券関係損益 133 414 △281

うち国債等債券売却益 153 △81 234

うち国債等債券売却損 ― △502 502

うち国債等債券償却 19 7 12

臨時損益 △472 △239 △233

株式関係損益 ― 4 △4

うち株式等売却益 ― △11 11

うち株式等売却損 ― △15 15

不良債権処理損失② 576 333 243

貸出金償却 ― △5 5

個別貸倒引当金純繰入額 530 323 207

その他 45 15 30

償却債権取立益 8 △14 22

その他臨時損益 95 104 △9

経常利益 260 △111 371

特別損益 6 119 △113

うち固定資産処分損益 20 0 20

うち事業譲渡益 ― △23 23

うち減損損失 13 △143 156

税引前当期純利益 266 8 258

法人税、住民税及び事業税 32 12 20

法人税等の更正、決定等による納付税額又は
還付税額

△6 △6 ―

法人税等調整額 △39 46 △85

当期純利益 280 △42 322

信用コスト(①＋②) 755 511 244

　

（1）
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【連結】〈連結決算書ベース〉 (単位：百万円)

2021年度 2020年度

2020年度比

連結粗利益 5,091 424 4,667

資金利益 4,744 △159 4,903

役務取引等利益 212 167 45

その他業務利益 133 414 △281

経費(除く臨時処理分) 4,272 115 4,157

貸倒償却引当費用 785 555 230

貸出金償却 ― △5 5

個別貸倒引当金繰入額 555 349 206

一般貸倒引当金繰入額 183 193 △10

その他 45 15 30

株式等関係損益 ― 4 △4

持分法による投資損益 1 0 1

その他 250 111 139

経常利益 285 △131 416

特別損益 6 119 △113

税金等調整前当期純利益 291 △12 303

法人税、住民税及び事業税 39 17 22

法人税等の更正、決定等による納付税額又は
還付税額

△6 △6 ―

法人税等調整額 △35 41 △76

非支配株主に帰属する当期純利益 0 0 0

親会社株主に帰属する当期純利益 294 △63 357

信用コスト 784 554 230

(注)１ 連結粗利益＝(資金運用収益－資金調達費用)＋(役務取引収益－役務取引費用)＋(その他業務収益－その他業務

費用)

(連結対象会社数)

連結子会社数 1 ― 1

持分法適用会社数 1 ― 1
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２．業務純益 【単体】 (単位：百万円)

2021年度 2020年度

2020年度比

(1) 業務純益(一般貸倒引当金繰入前) 911 305 606

職員一人当たり(千円) 2,940 1,008 1,932

(2) コア業務純益 778 △109 887

職員一人当たり(千円) 2,510 △317 2,827

(3) 業務純益 732 127 605

職員一人当たり(千円) 2,363 435 1,928

（注） コア業務純益＝業務純益＋一般貸倒引当金繰入－債券関係損益

３．利鞘 【単体】 (単位：％)

2021年度 2020年度

2020年度比

(1) 資金運用利回(A) 1.02 △0.19 1.21

(イ)貸出金利回 1.26 △0.03 1.29

(ロ)有価証券利回 0.74 △0.50 1.24

(2) 資金調達原価(B) 0.87 △0.12 0.99

(イ)預金等利回 0.07 0.00 0.07

(ロ)経費率 0.86 △0.13 0.99

(3) 総資金利鞘(A)－(B) 0.15 △0.07 0.22

(単位：百万円)

2021年度 2020年度

2020年度比

債券関係損益 133 414 △281

売却益 153 △81 234

償還益 ― ― ―

売却損 ― △502 502

償還損 ― － ―

償却 19 7 12

株式等関係損益 ― 4 △4

売却益 ― △11 11

売却損 ― △15 15

償却 ― ― ―
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５．自己資本比率(バーゼルⅢ：国内基準)

【単体】 (単位：百万円、％)

2022年３月末 2021年９月末 2021年３月末

（速報値） 2021年９月末比 2021年３月末比

(1) 自己資本比率(2)/(3) 6.51 △0.13 △0.61 6.64 7.12

(2) 単体における自己資本の額 16,301 149 328 16,152 15,973

(3) リスク・アセットの額 250,131 6,977 26,061 243,154 224,070

(4) 単体総所要自己資本額(3)×4％ 10,005 279 1,043 9,726 8,962

【連結】 (単位：百万円、％)

2022年３月末 2021年９月末 2021年３月末

（速報値） 2021年９月末比 2021年３月末比

(1) 連結自己資本比率(2)/(3) 6.87 △0.13 △0.63 7.00 7.50

(2) 連結における自己資本の額 17,306 155 348 17,151 16,958

(3) リスク・アセットの額 251,672 6,855 25,708 244,817 225,964

(4) 連結総所要自己資本額(3)×4％ 10,066 274 1,028 9,792 9,038

６．ＲＯＥ 【単体】 (単位：％)

2022年３月末 2021年３月末

2021年３月末比

(1) 業務純益ベース(一般貸倒引当金繰入前) 6.14 2.12 4.02

(2) 業務純益ベース 4.94 0.93 4.01

(3) 当期純利益ベース 1.88 △0.26 2.14
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Ⅱ．貸出金等の状況

１．リスク管理債権の状況

【単体】 (単位：百万円)

2022年３月末 2021年９月末 2021年３月末

2021年９月末比 2021年３月末比

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 3,584 302 △46 3,282 3,630

危険債権 3,659 △149 △335 3,808 3,994

三月以上延滞債権額 1 △21 △35 22 36

貸出条件緩和債権額 334 203 △64 131 398

小計 7,580 335 △480 7,245 8,060

正常債権 335,672 17,877 26,185 317,795 309,487

総与信残高(末残) 343,252 18,211 25,705 325,041 317,547

総与信残高比 (単位：％)

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 1.04 0.03 △0.10 1.01 1.14

危険債権 1.06 △0.11 △0.19 1.17 1.25

三月以上延滞債権額 0.00 0.00 △0.01 0.00 0.01

貸出条件緩和債権額 0.09 0.05 △0.03 0.04 0.12

小計 2.20 △0.02 △0.33 2.22 2.53

正常債権 97.79 0.02 0.33 97.77 97.46

総与信残高(末残) 100.00 ― ― 100.00 100.00

【連結】 (単位：百万円)

2022年３月末 2021年９月末 2021年３月末

2021年９月末比 2021年３月末比

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 3,584 302 △46 3,282 3,630

危険債権 3,659 △149 △335 3,808 3,994

三月以上延滞債権額 1 △21 △35 22 36

貸出条件緩和債権額 334 203 △64 131 398

小計 7,580 335 △480 7,245 8,060

正常債権 333,346 17,697 26,079 315,649 307,267

総与信残高(末残) 340,927 18,032 25,600 322,895 315,327

総与信残高比 (単位：％)

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 1.05 0.04 △0.10 1.01 1.15

危険債権 1.07 △0.10 △0.19 1.17 1.26

三月以上延滞債権額 0.00 0.00 △0.01 0.00 0.01

貸出条件緩和債権額 0.09 0.05 △0.03 0.04 0.12

リスク管理債権額 2.22 △0.02 △0.33 2.24 2.55

正常債権 97.77 0.02 0.33 97.75 97.44

総与信残高(末残) 100.00 ― ― 100.00 100.00
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２．貸倒引当金等の状況

【単体】 (単位：百万円)

2022年３月末 2021年９月末 2021年３月末

2021年９月末比 2021年３月末比

貸倒引当金 3,141 109 80 3,032 3,061

一般貸倒引当金 611 186 179 425 432

個別貸倒引当金 2,530 △77 △99 2,607 2,629

【連結】 (単位：百万円)

2022年３月末 2021年９月末 2021年３月末

2021年９月末比 2021年３月末比

貸倒引当金 3,290 113 74 3,177 3,216

一般貸倒引当金 623 197 184 426 439

個別貸倒引当金 2,667 △84 △109 2,751 2,776

３．リスク管理債権に対する引当率

【単体】 (単位：％)

2022年３月末 2021年９月末 2021年３月末

2021年９月末比 2021年３月末比

リスク管理債権に対する引当率 41.44 △0.41 3.46 41.85 37.98

(注) リスク管理債権に対する引当率＝貸倒引当金／リスク管理債権額

【連結】 (単位：％)

2022年３月末 2021年９月末 2021年３月末

2021年９月末比 2021年３月末比

リスク管理債権に対する引当率 43.41 △0.44 3.51 43.85 39.90

(注) リスク管理債権に対する引当率＝貸倒引当金／リスク管理債権額
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４．金融再生法開示債権

【単体】 (単位：百万円、％)

2022年３月末 2021年９月末 2021年３月末

2021年９月末比 2021年３月末比

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 3,584 302 △46 3,282 3,630

危険債権 3,659 △149 △335 3,808 3,994

要管理債権 336 183 △98 153 434

小計(Ａ) 7,580 335 △480 7,245 8,060

正常債権 335,672 17,877 26,185 317,795 309,487

合計 343,252 18,211 25,705 325,041 317,547

開示債権の総与信に占める割合 2.20 △0.02 △0.33 2.22 2.53

５．金融再生法開示債権の保全状況

【単体】 (単位：百万円、％)

2022年３月末 2021年９月末 2021年３月末

2021年９月末比 2021年３月末比

保全額(Ｂ)(イ＋ロ) 6,767 299 △399 6,468 7,166

担保等による保全額(イ) 4,211 362 △277 3,849 4,488

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 1,597 372 △57 1,225 1,654

危険債権 2,598 △6 △125 2,604 2,723

要管理債権 15 △5 △96 20 111

貸倒引当金残高(ロ) 2,555 △63 △122 2,618 2,677

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 1,987 △70 11 2,057 1,976

危険債権 534 △7 △111 541 645

要管理債権 33 15 △23 18 56

カバー率(Ｂ)／(Ａ) 89.27 0.00 0.36 89.27 88.91

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 100.00 0.00 0.00 100.00 100.00

危険債権 85.61 3.00 1.29 82.61 84.32

要管理債権 14.64 △10.70 △23.91 25.34 38.55

引当率(ロ)／(Ａ－イ) 75.86 △1.25 0.88 77.11 74.98

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 100.00 0.00 0.00 100.00 100.00

危険債権 50.39 5.39 △0.35 45.00 50.74

要管理債権 10.41 △3.71 △6.92 14.12 17.33
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６．2022年３月末の自己査定結果・金融再生法開示債権・リスク管理債権の状況 【単体】 (単位：百万円)

自己査定結果(債務者区分別)

対象：総与信

金融再生法開示債権及びリスク管理債権

対象：総与信

区分

与信残高

分類
区分 与信残高

非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類

破綻先

破産更生債権及び

これらに準ずる債権

(4) (810)

1,050 824 226 ― ―

実質破綻先 (14) (1,158)

2,534 1,782 752 ― ― 3,584

破綻懸念先 危険債権

(534)

3,659 2,269 863 526 3,659

要

注

意

先

要管理先 三月以上延滞債権額 1

貸出条件緩和債権額 334

534 49 484 (小計) (7,580)

要管理先以外

の要注意先
正常債権

23,990 10,593 13,396

正常先

311,483 311,483 335,672

合計 合計

(553) (1,969)

343,252 327,002 15,723 526 ―
343,252

(注) １．記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２．総与信とは貸出金、支払承諾、与信関連仮払金、未収利息、貸付有価証券であります。

３．自己査定結果(債務者区分別)における分類額は、直接償却・個別貸倒引当金処理後の金額を記載しておりま

す。

４．自己査定結果(債務者区分別)における( )内は分類額に対する引当額です。
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７．業種別貸出状況等

① 業種別貸出金 【単体】 (単位：百万円)

2022年３月末 2021年９月末 2021年３月末

2021年９月末比 2021年３月末比

国内店分(除く特別国際金融取引勘定分) 336,877 19,756 26,438 317,121 310,439

製造業 13,311 △485 △486 13,796 13,797

農業，林業 510 64 △12 446 522

漁業 111 2 3 109 108

鉱業，採石業，砂利採取業 287 △10 △17 297 304

建設業 19,310 297 3 19,013 19,307

電気・ガス・熱供給・水道業 6,794 678 1,431 6,116 5,363

情報通信業 2,576 81 △48 2,495 2,624

運輸業，郵便業 2,451 △113 △313 2,564 2,764

卸売業，小売業 19,148 △676 △855 19,824 20,003

金融業，保険業 11,804 △789 △1,023 12,593 12,827

不動産業，物品賃貸業 47,164 △859 18 48,023 47,146

学術研究，専門技術サービス業 2,180 55 132 2,125 2,048

宿泊業 1,029 △5 △20 1,034 1,049

飲食業 3,727 181 175 3,546 3,552

生活関連サービス業，娯楽業 5,499 29 △114 5,470 5,613

教育・学習支援業 949 △15 26 964 923

医療・福祉 14,201 977 699 13,224 13,502

その他のサービス 11,261 △207 △25 11,468 11,286

地方公共団体 35,831 △127 △5,406 35,958 41,237

その他 138,726 20,680 32,273 118,046 106,453

② 業種別リスク管理債権 【単体】 (単位：百万円)

2022年３月末 2021年９月末 2021年３月末

2021年９月末比 2021年３月末比

国内店分(除く特別国際金融取引勘定分) 7,580 335 △479 7,245 8,059

製造業 419 4 8 415 411

農業，林業 10 9 9 1 1

漁業 ― ― ― ― ―

鉱業，採石業，砂利採取業 ― ― ― ― ―

建設業 1,322 1 △61 1,321 1,383

電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― ― ―

情報通信業 6 3 3 3 3

運輸業，郵便業 426 △14 75 440 351

卸売業，小売業 1,650 △231 △501 1,881 2,151

金融業，保険業 146 0 △1 146 147

不動産業，物品賃貸業 947 △167 △814 1,114 1,761

学術研究，専門技術サービス業 45 0 △1 45 46

宿泊業 129 0 0 129 129

飲食業 309 82 146 227 163

生活関連サービス業，娯楽業 658 22 5 636 653

教育・学習支援業 28 0 0 28 28

医療・福祉 138 △5 1 143 137

その他のサービス 479 434 447 45 32

地方公共団体 ― ― ― ― ―

その他 861 197 207 664 654
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③ 個人ローン残高

【単体】 (単位：百万円)

2022年３月末 2021年９月末 2021年３月末

2021年９月末比 2021年３月末比

個人ローン残高 108,652 3,792 6,203 104,860 102,449

うち住宅ローン残高 87,873 6,235 8,824 81,638 79,049

うち消費者ローン残高 20,779 △2,442 △2,621 23,221 23,400

④ 中小企業等貸出比率

【単体】 (単位：％)

2022年３月末 2021年９月末 2021年３月末

2021年９月末比 2021年３月末比

中小企業等貸出金比率 82.30 0.85 2.82 81.45 79.48

８．預金、貸出金及び有価証券の残高

【単体】 (単位：百万円)

2022年３月末 2021年９月末 2021年３月末

2021年９月末比 2021年３月末比

預金(末残) 467,759 △23,420 △3,850 491,179 471,609

預金(平残) 486,326 5,278 75,192 481,048 411,134

貸出金(末残) 336,877 19,756 26,438 317,121 310,439

貸出金(平残) 320,460 8,785 26,138 311,675 294,322

有価証券(末残) 122,275 △11,794 5,085 134,069 117,190

有価証券(平残) 131,741 △157 19,984 131,898 111,757

【連結】 (単位：百万円)

2022年３月末 2021年９月末 2021年３月末

2021年９月末比 2021年３月末比

預金(末残) 467,275 △23,424 △4,073 490,699 471,348

貸出金(末残) 334,552 19,577 26,333 314,975 308,219

有価証券(末残) 121,833 △11,793 5,087 133,626 116,746

９．個人預り資産

【単体】 (単位：百万円)

2022年３月末 2021年９月末 2021年３月末

2021年９月末比 2021年３月末比

個人預り資産 379,936 12,920 27,389 367,016 352,547

　個人預金 305,756 9,749 21,429 296,007 284,327

　投資信託 ― ― ― ― ―

　公共債 ― ― ― ― ―

　年金保険等 74,180 3,171 5,961 71,009 68,219

（注） 投資信託・公共債につきましては、2020年５月28日付で(株)ＳＢＩ証券へ事業譲渡を行いました。
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10．有価証券の評価損益

(1) 有価証券の評価基準

売買目的有価証券 時価法(評価差額を損益処理)

満期保有目的有価証券 償却原価法

その他有価証券 時価法(評価差額を全部純資産直入)

子会社株式及び関連会社株式 原価法

(参考)金銭の信託中の有価証券

運用目的の金銭の信託 時価法(評価差額を損益処理)

その他目的の金銭の信託 時価法(評価差額を全部純資産直入)

(2) 評価損益

【単体】 (単位：百万円)

2022年３月末 2021年３月末

評価損益 評価損益

評価益 評価損 評価益 評価損

売買目的 ― ― ― ― ― ―

満期保有目的 2 2 ― 12 12 ―

その他有価証券 △3,645 316 3,961 482 1,304 821

株式 ― ― ― ― ― ―

債券 118 215 97 442 513 71

その他 △3,763 100 3,864 40 791 750

合計 △3,642 318 3,961 494 1,316 821

株式 ― ― ― ― ― ―

債券 120 217 97 454 525 71

その他 △3,763 100 3,864 40 791 750

(注) １．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、貸借対照表価額と取得価格との

差額を計上しております（組合出資金を除く）。

２．「その他有価証券評価差額金」（組合出資金を含む）は、△3,628百万円であります。

【連結】 (単位：百万円)

2022年３月末 2021年３月末

評価損益 評価損益

評価益 評価損 評価益 評価損

売買目的 ― ― ― ― ― ―

満期保有目的 2 2 ― 12 12 ―

その他有価証券 △3,645 316 3,961 482 1,304 821

株式 ― ― ― ― ― ―

債券 118 215 97 442 513 71

その他 △3,763 100 3,864 40 791 750

合計 △3,642 318 3,961 494 1,316 821

株式 ― ― ― ― ― ―

債券 120 217 97 454 525 71

その他 △3,763 100 3,864 40 791 750

(注) １．「その他有価証券」については、時価評価しておりますので、上記の表上は、連結貸借対照表価額と取得価格

との差額を計上しております（組合出資金を除く）。

２．「その他有価証券評価差額金」（組合出資金を含む）は、△3,628百万円であります。
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■継続的且つ安定的な収益体質への転換を目指した2021年度
【コア業務純益 778百万円確保】 【当期純利益 280百万円確保】

▲ 379 ▲ 487 ▲ 500
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2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

(百万円) コア業務純益推移

（参考）2021年度 単体決算の総括

ｻｽﾃﾅﾌﾞﾙな収益基盤
の構築に成功

■貸出金利息 4,068百万円（前期比+247百万円）
✔ 地元のお取引先さま向けに、本業支援取組を積極推進し、融資事業先数・営業店貸出金残高とも伸長。
✔ SBIグループのノウハウやネットワークを活用した新しい融資（住信SBIネット銀行住宅ローン「住宅つなぎ資金」など）の促進により、
貸出金残高が続伸。

■有価証券利息配当金 984百万円（前期比▲406百万円）
✔ 前期は保有ファンド入替による一過性の収益計上（450百万円程度）もあり、2021年度は減収なるも、概ね計画通りの収益を確保。

■役務収益 922百万円（前期比+153百万円）
✔ 住信SBIネット銀行住宅ローン「住宅つなぎ資金」 取扱手数料や保険販売手数料、ビジネスマッチング手数料の増収。

■与信費用 755百万円 （前期比+511百万円）
✔ 大口個社要因により与信費用が大きく増加するも、一定の利益水準を確保できる体質へ転換。

950
614

323

▲ 2,279

322 280

▲ 2,500

▲ 2,000

▲ 1,500

▲ 1,000

▲ 500

0

500

1,000

1,500

2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

(百万円) 当期純利益推移
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一定の利益水準は確保
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一過性要因 …

定常ベース …



■お客さまのために考動するしまぎん（計画期間 2019年4月1日～2022年3月31日）で掲げる数値目標

（参考）中期経営計画「お客さまのために考動するしまぎん」のふり返りと2022年度 事業展望

コア業務純益の
安定的な黒字化

コア業務純益
3億円程度

目標 2022年3月
実績

融資事業先の拡大

7億円
✔ 当行は、顧客中心主義を基本として組織全体の意識改革を図った
上で、お客さまとのリレーションに重点をおき、お客さま一人ひとりの
ニーズに応じて考動する営業活動を展開することで、お客さまと役職
員の双方が満足度を高め、ひいては、お客さまに末永くお付き合いを
して頂ける銀行を目指してまいりました。

✔ これを持続的に実現するため、本部機構の改革、業務効率化、各
種経費の徹底した見直しなど、経営の合理化・効率化を果敢に実
行し、コア業務純益の早期黒字化・V字回復を達成いたしました。

融資事業先数増加
10％程度

営業コストの最適化
経費削減

15％程度

23.5％

9.5％

■2022年度 事業展望 - 新中期経営計画のスタート ・・・そして、新生しまぎんは「夢」の実現へ -

数値目標 2025年3月期
（新中計最終年度）

収益性 コア業務純益
当期純利益

10億円
5億円

健全性 自己資本比率 8％台

地域の活性化、それは、お客さま、そして私たちしまぎんの役職員の「夢」

しまぎんは、100年を超える歴史の中で、この夢の実現のため、
時代の変化を踏まえた総合金融サービスの充実に努めてまいりましたが、
これからの時代、より多角的な金融サービスが必要不可欠です

自治体や支援機関等との連携強化や、資本業務提携を通じて得た
新たなネットワーク（SBIホールディングス、新生銀行、外部専門家など）を
活用し、お取引先へのご支援、課題解決を通じて、地域経済の活性化を実現する
“しまぎん”なりのオープンイノベーションを促進してまいります

（計画期間 2022年4月1日～2025年3月31日）
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